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1.は じ め に
今 日の生産管理 において,MRP(MaterialRequirementsPlanning;資材所要量計画)シ ス
テムはJITシ ステ ム(ジ ャス ト・イ ン ・タイム生産方式,ト ヨ タ生 産方 式,か ん ばん方 式)と
と もに二大 システム といわれてお り,ど ちらも 「必要 なものを必要 な ときに必要 なだけ作 る」 と
いう ジャス ト・イ ン ・タイムの思想を基本 と して いる[1]。MRPシ ステ ム におい て,こ の思想
は最終製 品の基準生 産計画(MasterProductionSchedule;以下 「MPS」 と表す ことにす る)
にすべ ての部 品,原 材料 の生産を合わせ ることを意味す る。 したが って,最 終製 品以外 の工程 の
生産負荷 は基本 的に無視 され る(通 常,最 終製品の工程の生産負荷 はMPSを 作成す る際 に考慮
されるが,MRPシ ステムと しては最終工程 につ いて も生産 負荷は無視 され る)た め,そ れ らの
生産能力 はあたか も無 限大 であ るかのよ うに取 り扱われ る。
しか し,生 産能力 が無 限大 とい うことは実際 にはあ りえない ことで あるため,生 産能力 が小 さ
い工程 の場合,と りわけそ こに負荷が集中 した場合,納 期遅延 を発生 させ る原 因(制 約条件)と
な る。 もし,そ れが制約条件 でな くて も,納 期を守 るため に間接要員が煩雑 な調整 を繰 り返す こ
とが当 た り前 にな ってお り,結 果的に間接 コス トを引 き上 げる要因 とな っている。
一方,近 年 サプ ライチ ェー ン ・マ ネジメ ン ト(SupplyChainManagement;以下 「SCM」
と表す ことにす る)が 多 くの企業 で注 目されてい る。SCMは,こ れまで個 別 企業 や個 別部 門 ご
56『 明大商学論叢』第85巻 第3号(490)
とに行 われて きた自社 や自部 門の最適 化を,供 給連 鎖(サ プライチ ェー ン)全 体の最適化へ とシ
フ トさせ るマネ ジメ ン ト・コンセプ トであ る[2]。 また,企 業 環境 のglobal化,情 報化 の流 れ
の中で 「GlobalSCM」,「e-SCM」[3]一[7]という新 たな タイ プのSCM研 究 も展 開 され始 め て
い る。 さ らに,我 々は先行研 究[8]に おいて,こ れ らの シナジーをめざ した 「Globale-SCM」
の概念 を提示 している。
SCMに お いて,そ の基本 となる考 え方 の一 つに制約理 論(TOC;TheoryOfConstraints)
があ る。TOCは,サ プライチ ェー ンを システムと して捉 えた上 で,「 システムの 目的(ゴ ール)
達成 を阻害す る制約条件 を見 つけ,そ れを活用 ・強 化す るための経営手法」[9]で あ り,市 場 の
変化 への迅速 な対応,同 期化 した対応 を可能 にしょ うとす るものであ る。MRPシ ステ ムで は最
終製品 の生産の ス ピー ドにす べての工 程が合わせるのに対 して,SCMで は制約 条件 とな る工 程
に他 の工 程が合 わせ るのである。 その上 で,制 約条件 の改善 と同 じペースですべての工程の生産
性 を高 め ることによ り,サ プライチ ェー ン全体 としてのスループ ッ トを拡大 してい くわけである。
本研 究で は,多 くの企業 においてすで に,MRPシ ステ ムが生産管理 のコ ンピュー タ ・シス テ
ムと して定 着 しているという現状 をふまえて,MRPシ ステムをSCMに 置 き換 え るこ とを考 え
るので はな く,MRPシ ステ ム にTOCの ロジ ックを組 み込 む こ とを試 み る。 それ と同 時 に,
MRPシ ステムに おいて これ まで人手 に頼 ってきたMPSの 作成 を 自動化 す る こ とを考 え る。 そ
こで,MRPシ ス テムのMPSを 作成 す る際に,ボ トルネ ックとな る工 程 を見 つ け,そ の生産 能
力 に合 わせ込む よ うな計画を作成 するための 「自動MPS作 成 システ ム」を提案す る。
その際,MRPシ ステムでは最終 工程(独 立重要 品 目)に 全体を合わせ込み,TOCで は制約条
件(ボ トル ネ ック)に 全体 を合 わせ込 むため,MRPシ ステムにTOCの ロ ジ ックを組 み込 む こ
とは,不 整 合を起 こすか のように も見 え る。 しか し,両 者 は ともに 「あ る工程に全体を合わせ込
む」 とい うシ ンプルな スケジュー リングの ロジックで あ るため,MRPシ ステ ムに おい てMPS
(最 終工程の生産 計画)を ボ トルネ ックに合 わせ込め ば,す べての工程 を最 終工 程 とボ トル ネ ッ
クの両方 に合わ せ込む ことが できるのであ る。 すなわち,す べての工 程は,最 終工程 に従 うと同
時 に,MPSを 介 してボ トルネ ックの生産能力 に従 うことにな るので ある。 この よ うに作 成 され
たMPSをMRPシ ス テムに与 えれば,こ れ までのMRPシ ステムの枠組 みの中で,所 要量計 算,
オ ーダー発行,在 庫管理等 を行 うことが可能 となる。
提案 システ ムは,従 来 のMRPシ ステムのデータベー スと運用 ノウハ ウを生 か しなが ら,TOC
に基づ くサ プライチェー ン全体 のマネ ジメン トを行 うとと もに,こ れまで非常 に手間がかか って
いたMPS作 成 を 自動 化する上 で,新 たな方向性を示唆す るもので あると考え られ る。
2.MRPシ ステム と基準生産計画(MPS)
MRPと は,MaterialsRequirementsPlanning(資材所要量 計画)を 意味 し,こ の た めの シ
ステム,す なわち 「資材所要量計画 システム」が狭義のMRPシ ステムに相 当す る。 しか しな が
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ら,生 産管理 システ ムと してのMRPシ ステムは,必 要 な ものを必要 なときに必要 な分 だ け作 る
ための資材所要量計 画を核 と しなが らも,在 庫管理,資 材 ・購買管理,原 価管理,技 術情報等を
含 んだ総合 的な シス テムで ある。MRPシ ステム もJITシ ステム と同様 に 「ジャス ト ・イ ン ・タ
イ ム」 の思想 に基 づいてい る。
MRPシ ステムの最 大の特徴 は,製 品 の計画(基 準生産計画;MPS)の みを コ ンピュー タに与
えれば 自動的 に所要量展 開が行 われ,部 品は コンピュータが計 算 す る資材 所要 量計 画(狭 義 の
MRP)に したが うことであ る。 これ によ り,必 要 な もの以外 は作 らせな い,ま た必要 な もの で
あ って も必 要な ときに しか作 らせ ない とい うこ とを徹底 し,む だ な仕掛在庫 を持 たないよ うにす
るのであ る。
したが って,MRPシ ステムは最 終工 程(多 くの場合,製 品)の 計画(MPS)に,す べ ての前
工程 の計画 を合 わせ込む(同 期化 させ る)と ころに特徴 があ る』 この 「最終工程」 は,サ プライ
チ ェー ンの中で最 も市場 に近 いと ころに位置す る。 すなわ ち,MRPシ ステムに おいて すべ ての
工程が 同期化 を図 るべ き最終工程 は,市 場 の動 向を最 も良 く反 映す るところに位置するのである。
言 い方 を変 えれば,MRPシ ステムは、MPSを 通 して,市 場 の動 向を サ プライ チ ェー ン全 体 にス
トレー トに反映 させ る構 造にな ってい るということになる。
そこで,MRPシ ス テムでは,い か に して 「優 れたMPS」 を作 成 す るかが課 題 とな る。 これ
は,基 本的 にスケ ジュー リングの領域 に位置す る問題で ある。 スケ ジュー リング問題は,多 目的
で複雑で問題設定 が多岐 にわた り,最 適 化が困難で あることか ら,こ れまで 「非常 に厄介な問題」
とされて きた。 この厄介 な問題 に対 して シンプルかつ統一的 な計画方法 を提示 す る役割を果た し
た生産管理 システムが,こ こで述 べてい るMRPシ ステムであ る。 その た め,MRPシ ステ ムは
世界 中の多 くの企業 に採用 され,最 も広 く企業 に普 及 した生産管理 システム としての地位 を築い
たのであ る。
しか しなが ら,MRPシ ステ ムでは,非 常 にシ ンプル なスケ ジュー リングを行 うが ゆえ に,生
産 リー ドタイムを 「固定値」 と して扱 い,生 産工程 の負荷を考慮 しな い 「無 限負荷 山積」手法 を
用 いてきた とい う大 きな問題点が ある[10]。 ここに,MRPシ ステムにおいて計画と現実のギャッ
プを生 じさせ る主 たる要 因が存在 する[5]。 この よ うな問題 点 に対応す るため,多 くのMRPシ
ステムに負荷 オーバ ーを知 らせ る機能が導入 されるよ うにな ったのであ るが,負 荷 をな らして実
行可能 な計画 にす るのは人手 に頼 って きた のが実状 であ った。
そこで,多 くの 「有限負荷山積」 スケ ジュー リング手法 が開発 され,対 象範囲や前提条件 を限
定 した個別 の問題 に対 してはあ る程度の効果を発揮す るよ うにな って きた。 しか し,こ れ らのス
ケ ジュー リング手 法は問題設定が多岐 にわ たって お り,MRPシ ス テムのよ うに対象 範 囲の広 い
一般 的な生産 管理 に用い るには,不 十分で あった。 その結果,MRPシ ステムを導 入 した多 くの
企業で は,生 産 を熟知 したベテ ラン生産 計画担当者が経験 と勘 でスケ ジュー リングを行 って きた
ので ある[10]。 本研究は,こ のような問題点 に目を向け,MRPシ ス テ ムの枠組 み の 中でTOC
の考 え方 に したが いなが らスケ ジュー・リングを 自動的 に行 うための方法 を提示 しよ うとす るもの
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である。
一方,MRPシ ステムでは,市 場の動向(受 注または需要予測)に したがって,計 画部門が独
立重要品目(多 くの場合,製 品)の 計画(MPS)を 作成すれば,従 属需要 品目(部 品)の 計画
は,コ ンピュータがMPSを 基に所要:量展開することにより,自 動的に作成される。 ここで注意
Lな ければならないのは,従 属需要品目の計画作成を 「自動化」することがMRPシ ステムの 目
的ではなく,自 動的に作成す.ることにより 「独立需要品目が必要とするものだけを必要な分だけ
必要な納期で生産するようにすること」を目的としているという点である。言い換えれば,不 必
要な従属需要品 目の計画は作成させないということになる。これにより,ジ ャス ト・イン・タイ
ムの思想に基づいた生産計画が作成されるのである。そこで,MRPシ ステムの運用としては,
最終製品のみが独立需要品目で,そ れに使用 される部品はすべて従属需要品目であることが望ま
しい。 なぜなら,あ る一部の部品を独立需要品目にすると,そ の部品は製品に使用 される計画
(需要)が な くて も,MPSを 設定すれば生産 されることになり,む だな在庫を作 ることにつなが
るか らである。
以上のことをふまえると,も しMPSの 自動作成を行うことができれば,MPS作 成 から所要
量展開,オ ーダー発行に至るまで,MRPシ ステムの処理の自動化が可能となることがわかる。
それと同時に,MPS作 成のロジックにTOCの 考え方を導入することによ り,独 立需要品 目の
みならず従属需要品目の生産能力 も考慮に入れた計画が作成されるようになることが理解される。
そこで本研究では,こ れらの点に注 目し,第4節 において 「TOCに 基づ くMPS自 動作成 シス
テム」を提案する。
3.サ プ ライ チ ェー ン ・マネ ジメ ン ト(SCM)と 制約 理論(TOC)
SCMに おいて,そ の中核 に位置づ け られる理論 が,「 制 約理論」(TOC[2])で あ る。TOCの
出発点 は,生 産 システ ムの関係者 の頭を長年悩ませてきた 「スケ ジュー リング問題」 に対す る,
シンプルで汎用的 なソフ トウ ェアの開発 にあ る。 このスケ ジュー リング ・ソフ トウェアは,OPT
(OptimizedProductionTechnology)と呼 ばれ る。
スケ ジュー リング問題 は,前 述 の ように,多 目的で複雑 で,最 適化が困難 であ るため,こ れ ま
で 「非常 に厄介 な問題」 とされて きた。 この厄介な問題 に対 して シ ンプル かつ統一 的な計画方 法
を提示す るとい う意味 で,最:も 広 く企業 に貢献 した生産管理 システムがMRPシ ステムであるが,
一方 でMRPシ ステ ムには,非 常 に シンプルなスケ ジュー リングを行 うがゆえ に,生 産 リー ドタ
イムを 「固定値」 として扱 い,従 属需要 品 目の負荷 を考慮 しない 「無 限負荷 山積」手 法を用 いて
い るという大 きな問題 点が存在す る[10]。MRPシ ステムの計画 通 りに生産が行 われ れば,ジ ャ
ス ト・イ ン ・タイム とい う点で理想 的であるが,実 際 には計画 と現実 の間・にギ ャップを生 じさせ
ることが多 か ったのであ る。
そ こで,こ のよ うな問題点 に対応 するため,多 くの 「有 限負荷 山積」 スケ ジュニ リング手法が
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開発 され たが,こ れ らのスケ ジュー リング手法 は問題 設定が多岐 にわた り,MRPシ ステ ムの よ
うに,ど の ような問題 に対 して もシ ンプルかつ統一 的な計 画方 法を提示す るものではなか った。
その結果,多 くの企業 において現実 にはベテ ラン生産 計画 担当者の経験 と勘 に頼 ってMPSを 作
成 して きたので ある。
この ような状況 の もとで,ゴ ール トラ ッ トによ り開発 された シンプルで汎用的 なスケ ジュー リ
ング ・ソフ トウェアが,OPTで あ る。 しか し,彼 はOPTの 詳 しい ロジ ックを一切公表せ ず,こ
の基本原理 をわか りやす く説明 した小説 「ザ ・ゴール」[11]を 出版 した。 これが,ベ ス トセラー
とな った ことは記憶 に新 しいが,こ のよ うなタイプの小説 がベ ス トセ ラーになるのはとて も珍 し
い ことであ る。
その一 方で,OPTを 導 入 した企業 の多 くが,そ の ソフ トウェア導入 にばか りエ ネル ギ ーを集
中 させて しまい,経 営者や管理者の意識 を変革 させる 「マイ ン ドウェア」の面 に対す る注意 の配
分[12]が 不十 分 になるという問題が生 じた。 そこで,ゴ ール トラッ トはOPTの 改善 を考 え,
その背後 にある原理 をTOCへ と発展 させ た。 これによ り,OPTの スケ ジュー リング ・ソフ ト
ウェアは,制 約条件 に改善活動 を集 中させ るTOCの 理論 へ と進 展 してい ったので ある[10]。
TOCと は,サ プライチェー ンをシステムと して捉 えた上 で,「 システムの 目的(ゴ ール)達 成
を阻害 す る制約条 件を見つ け,そ れを活用 ・強化す るための経営手法」 であ る[2]。 これにより,
SCMに おいて市場 の変化 への迅速 な対 応,同 期 化 した対応 を可能 に し,企 業競 争 力 を高 め るの
であ る。
ここで,目 的達成を阻害す る制約条件 は,多 くの場合 「ボ トルネ ック」を意味す る。 サプライ
チ ェー ン全体のパ フォーマ ンスを決定づ ける要素 は,最 も条件 の良い工程(例 え ば,最 も生産能
力 の高い工程)や サプライチェー ン全体 の平均 ではな く,ボ トルネ ック(最 も条件 の悪 い工程;
例え ば,最 も生産能力 の低 い工程)で ある[13]。 従来 は,各 工程 が別 個 に生 産性 を 向上 させ る
ための改善を行 って きたが,ボ トル ネ ックをそのままに して他の工 程を い くら改善 して も仕掛 り
在庫 を増 加 させ るだけで,全 体 のスル ープ ッ ト向上 には結 びつかない。 それ だけで な く,交 通渋
滞 と同様 に,か え って仕掛 り在庫が スムーズな生産 の達成 を妨害 して しまうことも多い。そこで,
SCMで はサプライチ ェー ン全体 の 目的(ゴ ール)達 成 を阻害す る制約条件(ボ トルネ ック)を
見 つ け,そ の部分 に全体 を合わせ ると同時 に,そ の部分 を改善 してい くことによ り,す べ ての部
分 を同期 化 させなが らスル ープ ッ トωを向上 させ,全 体最適 の達成 をめ ざすので ある。
筆者[9]は,SCMに おいて注意すべ き点 として,SCMが 全体 最適 を め ざすた め に集 権 的 な
コン トロールを強化 して,各 工程 ・各部門 の主体 的な改善 を否定 しようとす る もので はないとい
うことを指摘 して いる。SCMに おいて,全 体最:適のた めの改善 の源泉 は人 間 の知 的 ・創 造 的活
動 であ る。 そのた め,・「個 の 自律性 の尊 重」 を基 本的な スタ ンス としてい る。 個 の 自律性 を尊重
しなが ら全体最適をめ ざす ため には,サ プライチ ェー ン全 体に共 有 され た目的 ・価値 に基 づ く的
確 な水平 的 コーデ ィネ ーシ ョンが要求 され る。 それは,「 野放 し」 の個 の 自律性 の尊 重 で は部分
最適(こ れ を筆者[14]は 「局所最適」 と呼ん でいる)を もた らす可能性が高 くなって しま うた
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めであ る。
このよ うに,SCMで は,部 門,企 業 の壁 を越え た調整(水 平 的 コーデ ィネ ー シ ョ ン)や 意 思
決定 が必要 となるため,「 情報 の共有化」 が重要で ある。 なぜな ら,集 権的 コ ン トロール に基 づ
く全体最 適の追求 であれ ば,各 部 門,各 企業 はセ ンターが作成 した計画通 りに実行 さえすれば良
いのであ るが,個 の自律性 を尊 重 したSCMで は,情 報 の共有化 によ り意思決定 の基盤 を そ ろえ
るこ とが必要 となるか らである[13]。 その ためにSCMで は,イ ンターネ ッ トを中心 と したIT
の活用 が重要 なポイ ン トとなるのであ る[15]。
筆者[9]は,こ の 「情報 の共有化」 に注 目し,BPR(BusinessProcessReengineering;リ
エ ンジニ ア リング[16])を 媒介 と してSCMと 日本 の組織特性 を対応づ けるための 「拡 張代替 的
双対 モデル」を提案 して いる。 これは,個 別企業 を対象 と して きたゴ筆者の 「代替的双対モデル」
[17]を,サ プ ライチ ェー ン全体 に 「拡 張」 したものであ り,全 体最適 におけ るf全 体」 の範 囲
の違 いを表現 している。 また,業 務 プロセスの分権 性 にと もな う局所最適 の追 求 をITの 活用 に
よる情報 の共有化が防止す るとい う意 味で,日 本 の人事 管理の集権性 と リエ ンジニ ア リングにお
けるITの 活用 との代替性 に類似 した関係 として,日 本 の系列親企業 を中心 と した企 業 グル ープ
における帰属意識 とSCMの 企業群 におけ るITの 活 用 との関係を位置 づ け,代 替 的双 対 モデ ル
を拡張 してい る。
これによ り,日 本にお いて企業 グルー プ(主 として系列親企 業)へ の高い帰属意識 ・忠誠心 が
分権的 な業務 プロセス による局所最適 の追求を防止 す るとい う役割を,SCMで はIT,と りわ け
情報 ネ ッ トワー クの積極的活用 によ る .「情報 の共有化」 が果たす ことを示唆 して いる。 そ して,
SCMとPPRに 共 通 した特性 で ある分権 的な業務 プロセスを,職 場 内 コ ンピュー テ ィ ング(On
theJobComputing;OJC)[18]一[21]が補完 するとい う新 たな視 点を提 示 してい る。
さ らに,JITシ ステムでは最終工程 のス ピー ドにすべ ての前工 程が合わせ込むの に対 し,SCM
で はボ トルネ ックとな る工程の ス ピー ドに他 のすべ ての工 程が合わせ込 む という相違点 を持つ一
方 で,両 者 とも個の 自律性の尊重 に ともな う分権的 な業務 プロセス とそれ による局所最適 の追求
を防止す る方 策を内包 してい るとい う類似 点を持つ ことを指摘 してい る。
4.「TOCに 基づ くMPS自 動 作成 シ ステ ム」 の提 案
4.1シ ステ ムの概要
MRPシ ステムは,JustInTimeの 思想に基づいているため,MPSの 作成の際に従属需要品
目の生産能力を考慮しないことは前述の通 りである。 しか し,こ れによ り従属需要品 目の生産が
納期に間に合わない(負 荷オーバーの)場 合 も生 じる。そのような場合 は,従 属需要品 目のライ
ン能力を考慮せざるを得ない。すなわち,納 期達成上ネックとなる従属需要品目を生産する工程
(ライン)の 能力がMPS作 成の際の制約条件 となるのである。
MRPシ ステムは,JITシ ステムと同様に,最 終工程(独 立重要品目)に 全体を合 わせ込む と
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ころに特徴がある。これにより,JustlnTimeの 実現をめざすのである。これに対 して,SCM
におけるTOCで は制約条件(ボ トルネック)に 全体を合わせ込むことは前述の通 りであ る。 し
たがって,両 者は 「何 に全体を合わせ込むか?」 について全 く異なる思想を持っているのである。
そのため,MRPシ ステムにTOCの ロジックを組み込むことは,シ ステムの核 となるロジッ
クに不整合を起 こすかのようにも見える。 しか し,見 方を変えると 「ある工程に全体を合わせ込
む」 というシンプルなスケジューリングのロジックである点で両者は共通 した思想を持っている
のである。 したがって,MRPシ ステムにおいてMPS(最 終工程の生産計画)を ボ トルネ ック
に合わせ込あば,す べての工程を最終工程とボ トルネ ックの両方に合わせ込むことができるので
ある。すなわち,す べての工程は,最 終工程に従 うと同時に,MPSを 介 して ボ トルネ ックの生
産能力に従 うことになるのである。 このような両者の間の微妙な関係に注目すると,互 いに不整
合を起 こさずにTOCの ロジックをMRPシ ステムの中に組み込むことが可能 になるもの と思わ
れる。
そこで本研究では,大 手 メーカーA社 の事例(2)を参考 に,前 述のようなMRPシ スチ ムーの問
題点に対応すべ く,ボ トルネ ック工程の生産能力を加味 した 「MPS自 動作成 システム」 を提案
する。 このシステムは,「MPSは 人間が作成する」 という常識を覆す点,お よびMRPシ ステム
にTOCの 考え方を導入する点に大きな特徴がある。すなわち,
①MPSの 自動作成による生産計画業務の効率化
② 納期達成上ネックとなる従属需要品目のライン能力を考慮 したMPSの 作成
を意図 したシステムである。それに加えて,
③ 業者に対する発注金額の安定化
への対応について も考慮 している。
とりわけ②については,現 実問題 としてのMRPシ ステムの問題点を補 うものであり,こ のシ
ステムの最大の特徴となっている。 これは,ボ トルネック工程(制 約条件)に システム全体を合
わせるという,SCMに おけるTOCと 同様の考え方を意味する。
ただし,こ のような計画作成業務の 「自動化」は,筆 者 がこれまでの研究[22]一[25]で 主張
してきた 「人間の知的,創 造的活動の支援」や(人 間の)「 自働化」の考え方に反 するよ うに見
えるかもしれない。確かに,計 画作成業務が人間の知的活動であることは間違いない。 しかし,
それと同時に定期的に繰 り返される 「定型的業務」でもある。また,ラ インに計画を配分する際
の負荷計算は,単 純な計算の繰 り返 しであるため,そ れに対す る正確さとスピー ドが要求される。
さらに,計 画を作成するために必要な膨大な量の情報(後 述のファイル構成を参照)は,一 人の
人間にとって処理可能な許容範囲を超えている。そこで,通 常は何人 かの担当者が手分 けして
MPSを 作成するのであるが,そ の場合,納 期達成や発注金額の安定化の面での全体最適の実現
はむずかしくなる。特に,膨 大な量の情報を相手にしなければならないことは,部 品(従 属重要
品目)の ライ ン能力まで詳細に加味 しきれないことを意味する。 このように,MPS作 成の際の
多 くの問題点に対 して本研究の提案システムの意義を見出すことができる。 したがって,上 記の
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計画作成業務 の 「自動化」 が,「 人 間の知 的,創 造 的活動 の支援 」や(人 間の)「 自働化」 の考 え
方 に反 す ると捉 えるよ りも,こ の システムのデータベース(以 下 「D/B」 と表す ことにす る)を
整備 し,シ ステ ムを効 果的に運用す るとい う行動 自体が,「 人間の知 的,創 造 的活動 」 で あ る と
考え る方 が妥 当であろ う。
4.2ウ ァイル構成
こ こでは,ま ず,本 研究で提案す る 「MPS自 動作 成 システ ム」の ファイ ル構成 を述 べ て お く
ことにす る。 以下 のファイル は,.MRPシ ステ ムの ファイル(例 えば,品 目D/B,業 者D/B,計
画 フ ァイル,カ レンダー等)と の重な りも多 いため,デ ータの整合性 とデータ入力 の効率性 を考
慮 して,MPS自 動作成 システムの ファイル とMRPシ ステムのフ ァイ ルの 同時 イ ンプ ッ トを可
能 にす る ことが望 ま しい。す なわ ち,イ ンプ ッ トの際 にMPS自 動 作成 システ ムの フ ァイル と
MRPシ ステ ムのファイルの両方 をオープ ン し,同 時にア ップデイ トす るのであ る。
① 品 目D/B(品 目マスター)
キー:品 目コー ド
項 目:品 目名称,独 立需要品 目フラ ッグ,負 荷係数,基 準単 価,生 産 可能 業者 ・ライ ン
(複 数)の コー ドとその優先度
対象:独 立需要品 目と納期達成上 ネ ックとな る従属需要 品 目
② ス トラクチャー
キー:品 目コー ド,親 品 目コー ド
項 目:使 用個数
対 象:納 期達成上 ネ ックとなる従属需要 品目
③ 業者D/B(業 者 マスター)
キー:業 者 コー ド
項 目:業 者名称,所 在地,電 話 ・Fax番 号,eメ ール ・ア ドレス,URL
最低発注金額 と移 出可能金額(「 発注金額安定化処理」 に用 いる;4.3を 参照)
対象:独 立需要品 目と納期達成上 ネ ックとな る従属需 要品 目を生産す る全業者
④ ライ ンD/B(ラ イ ン ・マ スター)
キ ー:業 者 コー ド,ラ イ ン ・コー ド
項 目:ラ イ ン名称,所 在地,電 話 ・Fax番 号,能 力係数(1日 の生産能力)
対象:独 立需要 品 目と納期達成 上ネ ックとな る従 属需要品 目を生産す る全 うイ ン
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⑤ 製品の月次計画 ファイル(受 注管理 システ ムor需 要予測 システムか ら受 信)
キ ー:受 注No.ま たは月 次計画No.,製 品の品 目コー ド
項 目:数 量,納 期優先度,客 先 コー ド,納 期,予 約済 フラ ッグ,配 分済 フラ ッグ
対象:製 品(独 立需要品 目)
⑥ 計画 フ ァイル(現 在,作 成 してい る計画 の ファイル)
キ ー:独 立需要品 目フラ ッグ,品 目コー ド,業 者 コー ド,ラ イ ン ・コー ド,生 産 日,受 注
No.ま たは月次計画No.
項 目:数 量:,客 先 コー ド,納 期,納 期 エ ラー ・サイ ン,予 約 フラ ッグ
対象:独 立需要品 目と納期達成上 ネ ックとなる従属 需要 品 目
⑦ 確定済計画 ファイル(前 回 までに作成 された計画 が登録 されてい るファイル).
キー:計 画月,独 立需要品 目フラ ッグ,品 目コー ド,業 者 コー ド,ラ イ ン ・コー ド,生 産
日,受 注No.ま たは月次計画No.
項 目:数 量,客 先 コー ド,納 期
対象:独 立需要品 目と納期達成上 ネ ックとなる従属需要 品 目
⑧ 余力 ファイル
キー:業 者 コー ド,ラ イ ン ・コー ド,年 月 日,予 約 フラ ッグ
項 目:余 力(休 日は0),負 荷係数
対象:独 立需要品 目と納期達成上考慮すべ き従属需要品 目
⑨ カ レンダー
キー:業 者 コー ド,ラ イ ン ・コー ド,年 月 日
項 目:休 日サイ ン
対象:独 立需要 品 目と納期 達成上ネ ックとな る従属需要品 目を生産す る全 うイ ン9
⑩ 予約計画 フ ァイル(新 製 品,特 注等,自 動計画配分前 に予約 を行 うためのフ ァイル)
キー:独 立需要 品 目フラ ッグ,品 目コー ド,業 者 コー ド,ラ イ ン ・コー ド,生 産 日,受 注
No.ま たは月次計画No.
項 目:数 量,客 先 コー ド,納 期,納 期エ ラー ・サイ ン
対象:独 立需要 品 目と納期達 成上 ネ ックとな る従属需要品 目
⑪ 計画作成パ ラメータ ・フ ァイル
項 目:製 品の計画期 間(from,to),部 品の計画期間(from,to),製 品 の検 査 ・運 搬LT
64『 明大商学論叢』第85巻 第3号(498)
(リ ー ドタイム),部 品の検査 ・運搬LT,納 期 エラーの処 置サイ ン(配 分 す るか し
な いか)
4.3MPS作 成 手順
まず,新 製品,特 注等,自 動計画配分を行わない(優 先 してラインを割り当てる)計 画の予約
を手入力にて行う。これらの製品およびそれに使用する部品については,自 動計画配分の処理か
ら除外する。ただし,こ れ らの生産にかかる負荷については自動計画配分の際に反映させる。
次に,受 注管理 システムまたは需要予測システムから受信した全製品の月次計画(1ケ 月分)
に対 して,業 者への発注金額の安定化を図るための 「発注金額安定化処理」を行う。そ して,そ
れぞれの月次計画に関 して,部 品(納 期達成上ネックとなる従属需要品目)の 仮計画を作成 して
か ら,製 品(独 立需要品目)の 計画を作成 し,こ れをすべての製品の月次計画に対 して繰 り返す
という手順でMPSの 自動作成を行う。 さらに,こ れにより作成された製品の計画をMRPシ ス
テムに送信 し,そ れがMRPシ ステムにおけるMPSと なるのである(図1を 参照)。 このよう
な計画作成手順の詳細については,以 下のStepl～Step7の 通 りである。
ただし,こ こで作成される部品の計画は 「仮計画」であり,正 式な発注オーダーはMRPシ ス
テムの中で,在 庫,発 注残 やロッ トまとめ等を加味 して発行 される。 それで も,製 品の計画
(MPS)の 作成時に部品の生産能力が考慮されているために,「ム リな納期」は設定 されなくなる。
Stepl:新 製品,特 注等の計画の予約手入力
自動計画配分を行う前に新製品,特 注等,生 産ライ ンや生産 日をあ らか じめ固定 したい品 目
(製品 ・部品の両方)に ついて,予 約計画ファイルに予約の手入力を行 う。なぜなら,新 製品,
特注等,何 らかの新 しい仕様が含まれている製品については,生 産の立ち上げのためにあらかじ
めライ ンや 日程が決められていることが多 く,こ れらをコンピュータのロジックによって自動計
画配分すると,予 定されているラインや生産 日と異なって しまう可能性が高いからである。そこ
で,こ れ らの製品およびそれに使用する部品については,自 動計画配分処理の対象から除外す る
のである。ただ し,こ れらの生産にかかる負荷および発注金額についてはStep2以 降の処理の
際に反映させる。
Step2:業 者に対する 「発注金額安定化処理」
全製品の月次計画(1ケ 月分)を 受注管理システムまたは需要予測 システムから受信 した上で,
これ らの製品とそれに使用する部品(た だし,部 品についてはス トラクチャーに登録されている
品 目のみ)を 品目D/Bの 第1優 先ラインに配分 した場合の業者別発注金額 を算出する。 その際
の単価については,品 目D/Bの 基準単価を使用する。そして,業 者D/Bの 最低発注金額 を下回
る業者は,移 出可能金額を上回る業者から(移 出可能金額を下回らない範囲で)生 産可能な品目
を移動するように,品 目D/Bを コピーしたワーク・ファイルの業者 ・ライ ン優先度 を書き換 え
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る。 これによ り,可 能 な限 り最低発 注金額を上 回 る,あ るいは近づ けるようにす る。 これ は,上
で述べ た特徴 「③業者 に対 する発 注金 額の安 定化」 を意図 した ものであ る。
ただ し,こ れによ り発 注金 額の安定化を図 ることがで きる業者 は 「MPS自 動 作成 システ ム」
の対象 となる品 目(製 品 および納期達成上 ネ ック とな る部品)を 生産す る業者のみで あ り,し か
も対象 となる業者 であ って も品 目D/Bに 登録 された品 目のみが発 注金額 に反映 され る。 そ こで,
もし全業者 を対象 とすべきであ るな らば,シ ステ ムは複雑 にな るが,「MPS自 動作成 シス テム」
の品 目D/Bと その基準単価を使用す るので はな く,MRPシ ステムの品 目D/Bと 単 価D/Bを 使
用す ることにな る。
Step3=各 製 品の月次計 画デー タ単 位での部 品(従 属需要品 目)の 仮計画 の作成
納期 の早 い製品の月次計画の順 に,ス トラクチ ャーの レベ ルを下 までた どって,レ ベルの深い
品 目か ら,上 記 の優先度の高 いライ ンに計画(仮 計画)を 配分 してい く。 その際,パ ラメ ータで
設 定 した計画期間のfromか ら順 に,品 目の負荷(品 目D/Bの 負 荷係 数)と1日 の ライ ン能力
(ラ イ ンD/Bの 能力 係数)に したが って計画 を埋 めてい く。
これよ りも上 位の レベルの部品 につ いて は,作 成 した下位 の レベル(前 工程)の 計画に対 して
検査 ・運搬LT(パ ラ メー タ)後 の 日か ら,上 位の レベル(後 工程)の 部 品の計画 を配 分 してい
くことにな る。 そ して,こ の処理 を上 位の レベルの品 目が製品 になるまで繰 り返 す。
Step4:各 製品の月次計画 データ単位 での製品(独 立需要 品 目)の 計 画作成
上で作成 された部 品の仮計画(複 数 の部 品があ る場合 は,遅 い 日付の計画)に 対 して検査 ・運
搬LT後 の 日か ら,優 先度の高い ライ ンに製品 の計画 を配分 してい く。 もし,ス トラクチ ャーの
下位 に部品 が登録 されていない(制 約 がない)場 合 は,そ の ライ ンの計画期間 の中で余力 のある
(空 いてい る)最 も早 い日付 に配分す る。 その際 の配分 は,Step2と 同様 に,品 目の負 荷 と1日
の ライ ン能力 に したが って行 われる。
これ によ り配分 された 日付 に対 して製 品の検査 ・運搬LT(パ ラメー タ)後 の 日付 が,受 注の
納期を満足 して いな い(納 期 エラーの)場 合 は,第2優 先の ライ ンに製品を配分 し,そ れ で も納
期 エラーにな る場合 は第3優 先,第4優 先,… の順で配分す る。 これ らがすべて納期エラーになっ
た場合 は,ス トラクチ ャーを下 にたど り,上 位 の レベルの部 品か ら順 に第2優 先以降 のライ ンに
配分 してい き,納 期エ ラーの解消 を図 る。
これ らの処置すべてが 「納期エ ラー」 となって しま う場合 は,「 納期エ ラー ・リス ト」 を 出力
す る。 その際,パ ラメー タで 「納期エ ラーを配分す る」 を選択 していれば,計 画の最 も早 い日付
の ライ ンに配分 し,「 納期 エラーを配分 しない」 を選択 していれば,こ の受注 分 につ い ては計画
を配分 せずに後 で調整 を行 う。
Step5:全 製品 の月次計画 データに関 する製品 の計 画 と部品の仮 計画の作成
1つ の受注 データに対 して行 ったStep2とStep3の 処理 を,す べ ての受注 デ ー タに対 して繰
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り返 し行 い,全 体 の計画 を作 成す る。
Step6:計 画配分結果 の検討 と調整
Step5ま での処理 によ って作成 され た計画 を検討 し,納 期 エ ラーや ライ ンの空 き等 の 問題 が
あれば,そ れに対 する調整 を図 る。 その際 の調整方法 には,次 の3つ がある。
① マ スターやパラメー タを変更 し,再 度,上 の処理を行 う(シ ミュレー ション)。
② 問題 とな る計画分 のみ,手 入力で修正す る。
③ 客先 との納期調整 や,ラ イ ン能九 稼働 日の調整を行 う。
Step7:MRPシ ス テムへ の製 品の計 画(MPS)の 送信
ここまでの処理 で計画 が確 定 した な らば,各 種 リス ト(業 者別金額 ・負荷 リス ト,品 目別計画
一 覧表,ラ イ ン別計画一覧表等)を 出力 し,「Fix」 処理を行 う。Fix処 理 を行 ったな らば,Mps
自動作成 システ ムの計 画 フ ァイルの 内容 を確 定済計画 フ ァイルに移 す と同時 に,MRPシ ス テム
の計画 フ ァイルに送信 す る。
この計画 が,MRPシ ステムにおけ る基 準生産計 画(MPS)と な り,こ れを基 に資材所要 量 展
開(MRP展 開)を 行 う'ことにな る。 ただ し,従 属 需要 品 目の配分 ライ ンとMRPシ ステ ム の品
目D/Bの 第1優 先業者 が異 な る場 合は,MRPシ ステムの品 目D/Bの 優先度 を書 き換え る。
以上 のMPS作 成のた めの処理 フローを図示する と,図1の よ うにな る。
●:file
O:iist
Step1新 製 品,特 注 等,優先すべき計画の予約手入力
Input Output
● 予約計画ファイル ● 予約計画ファイル
● 製品の月次計画ファイル ● 製品の月次計画ファイル
(予約済フラッグ)
〈下 は 入 力 ミス の チ ェ ック に 用 い る〉 ● 計画ファイル
● ス トラ ク チ ャ ー ● 余力ファイル
● 品目D/B
● 業者D/B
● ラインD/B
● 余力ファイル
● カ レ ンダ ー
● 計 画 作 成 パ ラ メ ー タ ・フ ァイ ル
図lMPS作 成のための処理 フロー
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Step2 業者に対する 「発注金額安定化処理」
Input Output
● 製品の月次計画 ファイル(受 注管理 システ ● 品目D/Bの 業者優先度の更新
ムor需 要予測システムから受信) ○ 業者別金額 ・負荷 リス ト
● ス トラ ク チ ャー
● 品目D/B(場 合 によ り,MRPシ ステムの
品目D/Bと 単価D/B)
● 業者D/B
● カ レ ンダ ー
Step3 各製品の月次計画データ単位での部品(従 属需要品目)の 仮計画の作成
Input Output
● 製品の月次計画ファイル ● 計画ファイル(部 品の仮計画)
● ス トラ ク チ ャー ● 余力ファイル(部 品の生産ライン)
● 品目D/B
● 業者D/B
● ラインD/B
● 余力ファイル
● カ レ ンダ ー
● 計 画 作 成 パ ラ メ ー タ ・フ ァイ ル
Step4 各製品の月次計画データ単位での製品(独 立需要品目)の 計画作成
Input Output
● 製品の月次計画ファイル ● 計画ファイル(製 品の計画)
● ス トラ ク チ ャー ● 余力ファイル(製 品の生産ライン)
● 品目D/B
● 業者D/B 〈途中で納期エラーが発生 した場合〉
● ラインD/B ● 計画ファイル(部 品の仮計画)
● 計画 ファイル(部 品の仮計画) ● 余力ファイル(部 品の生産ライン)
● 余力ファイル
● カ レ ンダ ー 〈最:後に納期エラーが発生 した場合〉
● 計 画 作 成 パ ラ メ ー タ ・フ ァイ ル ● 計 画 フ ァイル(納 期 エ ラ ー ・サ イ ン)
図lMPS作 成のための処理フロー
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Step5 全製品の月次計画データに関する製品の計画と部品の仮計画の作成
Input Output
● 製品の月次計画ファイル ● 計画 ファイル(製 品の計画)
● ス トラ ク チ ャー ● 余力 ファイル(製 品の生産ライン)
● 品目D/B ○ 製品別計画一覧表
● 業者D/B ○ ライン別計画一覧表
● ライ ンD/B ○ 業者別金額 ・負荷 リス ト
● 計画ファイル(部 品の仮計画) ○ 納期エラー一覧表
● 余力ファイル
● カ レ ン ダ ー 〈途中で納期エラーが発生 した場合〉
● 計画 作 成 パ ラ メ ー タ ・フ ァイル ● 計画ファイル(部 品の仮計画)
● 余力ファイル(部 品の生産ライン)
〈最後に納期エラーが発生 した場合〉
● 計 画 フ ァイ ル(納 期 エ ラ ー ・サ イ ン)
Step6 配分結果の調整(手 入力による修正の場合;MRPシ ステムとの同時Input)
Input Output
● 計画ファイル ● 計画 ファイル
● 余力 ファイル
〈以下は入力 ミスのチェックに用いる〉 ○ 計画修正一覧表
● 製品の月次計画ファイル
● ス トラ ク チ ャー
● 品目D/B
● 業者D/B
● ラインD/B
● 余力ファイル
● カ レ ン ダ ー
● 計 画 作 成 パ ラ メー タ ・フ ァイル
Step7 MRPシ ステムへの製品の計画(MPS)の 送信
豆nput Output
● 計画 ファイル ●MRPシ ステ ムのMPSフ ァ イル
●MRPシ ステムの品目D/B
● 計 画 フ ァイル(allclear)
● 余 力 フ ァイル(allclear)
● 製品の月次計画ファイル
(配分済フラッグ)
○ 送信記録(エ ラーを含む)
○ 製品別計画一覧表
○ ライン別計画一覧表
○ 業者別金額 ・負荷 リス ト
○ 納期エラー一覧表
図lMPS作 成のための処理 フロー
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4.4期 待 され る効果
本研究の 「MPS自 動作成 システム」では,こ れまでMRPシ ステムにおいて人間が作成する
とされてきたMPSを 自動的に作成するとともに,MRPシ ステムにTOCの 考え方 と業者への
「発注金額安定化処理」を導入することにより,下 記のように多くの効果を期待す ることができ
る。
①MPS作 成 に費やされる時間が短縮される。
②MPSを 手入力する手間がな くなる。
③ 製品の納期の優先度がMPSに 強 く反映されるようになる。
④ 能力,負 荷の計算 ミスによるライン計画の不具合がな くなる。
⑤MPSの 転記 ミスや入力 ミスがなくなる。
⑥ 納期達成上ネ ックとなる部品のライン能力がMPSに 加味されるようになるため,後 になっ
てか らの納期調整や納期遅延が減少する。
⑦ 提案システムか ら作成された部品の仮計画により,部 品の製造 ラインにおいてどのような
順序で部品を生産すべきかが明確になる。
⑧ 「発注金額安定化処理」により,業 者への発注金額の変動 ∫々小さくなる。
とりわけ,① と⑥については,従 来のMPS作 成方法では実現不可能な項目であり,提 案 シス
テムの期待される効果の大きさを表 している。
5.お わ り に
本研 究では,生 産 管理 システム と して最 も広 く企業 に普及 して いるMRPシ ステ ムが,部 品 の
生産 負荷を考 慮 していない とい う問題点をふ まえて,MRPシ ス テ ムにTOCの ロ ジ ックを組み
込 む ことを試 みた。 それ と同時 に,MRPシ ステムにおいてこれ まで人手 に頼 って きたMPSの
作成を 自動化す ることをめ ざし,「MPS自 動作成 システム」 を提案 した。
この提案 システムは,MRPシ ステムのMPSを 作成 す る際に,ボ トル ネ ックとな る工 程 を見
つ け,そ の生産能力 にMPSを 合わせ込む ようにす るもので ある。 また,業 者 への発 注金 額 の安
定化 につ いて も考慮 し,そ のための 「発注金額安定化処理」 を組 み込 んだ システ ムで ある。 これ
に よ り自動作成 され たMPSをMRPシ ステムに与えれ ば,こ れま でのMRPシ ス テ ムの枠 組み
の中で,所 要量計算,オ ーダー発行,在 庫管理 といった一連 の処理 を 自動的に行 うことが可能 と
な る。
提案 システ ムでは,従 来のMRPシ ステムのデ ー タベ ー ス と運 用 ノ ウハ ウを生 か しなが ら,
TOCに 基 づ くサ プライ チェー ン全体の マネ ジメ ン トを行 うため,シ ステ ムの導 入 に対 す る障害
が比較 的小 さい もの と考 え られ る。 さらに,提 案 システ ムは,こ れまで人手 に頼 って非常 に手間
がかか っていたMPS作 成 を,自 動化す う際 の新 たな方 向性 を示唆す るもの とな ろう。
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今後,本 研究 の提案 システムの コンセプ ト,「ロジックに基 づき,プ ロ トタイ プの ソフ トウェア
を実 際 に開発 していきたい。
〈本研究は,学 術フロンテ ィア推進事業 「先端的グローバル ・ビジネスと17マ ネ ジメ ント」 の大型プロ
ジェクトにおける研究活動の一環として行われたものである。〉
注
(1)筆 者 は,先 行研 究[5]に お い て,サ プ ラ イ チ ェ ー ンを 一 つ の シ ス テ ム と して 捉 え(図2),SCM
にお け る ス ル ー プ ッ トを下 記 の よ うに 定 式 化 して い る。
サ プ ラ イ チ ェー ンは,一 般 に サ プ ライ ヤ ー,メ ー カ ー,キ ャ リヤ ー,デ ィス ト リ ビュ ー タ ー,小 売
業 者 等 で構 成 され る 多段 階 の シス テ ム で あ る。 これ らの各 段 階 を 「工 程 ∫」 と呼 ぶ こ とに す れ ば,「 祝
個 の 工 程 」 か ら構 成 され る サ プ ライ チ ェ ー ンを考 え る こと に な る。
投入 サプライチェーン 産出
写
図2サ プ ラ イ チ ェー ンの シ ス テ ム表 現
こ の サ プ ライ チ ェー ンに お い て,各 工 程 ゴα=1.2,…,m)は サ プ ラ イ チ ェー ンの 外 部 か ら財 鴎
を投 入 し,価 値 を 高 め る活 動 を 行 う。 こ の とき,ス ル ー プ ッ トFは,産 出 と 投 入 の 差 と して,(1)
式 の よ うに 表 され る。
P=y-x'・1(1)
た だ し,x=(x,),1'=(1,1,…,1)
こ こで,戦 略 ブ(J=1,2,…,n)を考 え る と,こ れ らの 戦 略7は,サ プ ライ チ ェー ン全 体 の 経 営 資
源 を い か に配 分 す るか を 表 す もの で あ り,そ の配 分 の仕 方 に よ っ て投 入 と産 出 の 関 係(ス ル ー プ ッ ト)
が 異 な っ て くる。 そ こで,投 入,産 出,ス ル ー プ ッ トに添 字1を 導 入 す る こ とに よ り,(1)式 は 次 の
よ うに 書 き換 え られ る。
P,=竃4ノ ー婦 ・1'(2)
TOCは,ス ル 」 プ ッ トpを な るべ く大 き くす るた め の,ボ トル ネ ック に注 目 した戦 略 で あ る ため,
サ プ ラ イ ヂ ェ』一 ンの 中 で 制 約 条 件 とな る ボ トル ネ ック工 程 をZ=0で 表 せ ば,す べ て の 工 程 を ボ トル
ネ ック の処 理 速 度v,に 合 わ せ 込 む こ と に な る。 こ れ は,SCMに お け る 「同 期 化 」(synchroniza-
tion)を 意 味 す る。 この と き,す べ て の工 程 にお い て仕 掛 り在 庫 は基 本 的 に発 生'し な い た め,サ プ ラ
イ チ ェ ー ン外 部 か らの投 入 量 と内 部 の 経 営 資 源 が ム ダ な く産 出 に 結 び つ くこ と にな る。
こ の よ うな ボ トル ネ ッ クに合 わ せ こむ 戦 略 を ゴ=0で 表 せ ば,a=(τ ゴ0)は処理 速 度v,に 必 要 な 外
部 か.らの 投 入量 とな る。TOCの 基 本 的 な 考 え方 は,他 の 多 くの 戦 略 ゴ(ゴ=1,2,…)に 対 し て 次 式
が成 立 す る こと で あ る。
z。一y。 一∫1・1>P;=防 一考 ・1. .(3)
(3)式 は,TOCに 従 った戦 略 ゴ=0を 選 択 した場 合 の産 出 と外部 か らの 投 入 と の 差,す な わ ち ス
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ル ー プ ッ トρoが,他 の戦 略i=1,2,… を取 った場 合 の ス ル ー プ ッ トよ り も大 きい こ とを表 して いる。
さ らにTOCで は,一 度 ボ トル ネ ック の処 理 速 度 ひoに 合 わ せ 込 ん だ後,す べ て の 工 程 を同 期 化 させ な
が ら処 理 速 度 を 向 上(改 善)さ せ て い くこ と にな る。 した が っ て,改 善 を開 始 してか ら`時 点 後 の 改
善率 を α(t)と す れ ば,す べ て の工 程 の処 理 速 度 は常 に 等 し く α(の ・"oと な る。 ま た,c時 点 後 の 産
出 も同 様 に,α(の ・駒 と な る。
こ こで,も し処 理 速 度 の 向 上 に と も ない,各 工 程 ∫にお け るサ プ ライ チ ェー ン外 部 か らの 投 入 量 も
α(t)倍 に な る とす れ ば,`時 点 後 の投 入量 ベ ク トル ェo(の は,
∫o(の=(α(の ・銑o)=α(の 。エo(4)
と な る。 こ の とき,t時 点 後 の スル ー プ ッ トρo(a)は,
ρo(の=yo(t)一20(`)。1=α(a)。(㌢o一 エ6。1)=α(a)・P,(5)
となる。すなわち,す べての工程の処理速度を同期化させながらα(の倍に改善することにより,ス
ループットρo(のもα(の倍に向上させることができるのである。 ここで注意すべきことは,す べて
の工程を同期化させながら改善を進めていくために,処 理速度が上昇しても仕掛り在庫が発生 しない
ことである。このことが,(3)式 におけるTOCの 優位性をさらに拡大させるのである。
(2)大 手メーカーA社 では,MRPシ ステムが所要量展開の際に従属需要品目の生産負荷を考慮 してい
ないことによって,あ る決まった部品(SCMに おけるボ トルネック)ば か りが納期遅延を起 こす状
況を問題祝 し,ボ トルネックとなる可能性のある部品の負荷を考慮したMPS作 成システムを開発 し
た。本研究は,A社 のシステムの考え方がSCMに おけるTOCに 相当することに注目し,A社 のシ
ステムをMRPシ ステムとSCMの 枠組みの中で再検討 し,一 般的なシステムとしてD/Bや 処理 フ
ローを体系化 したものである。
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